
令和６年度の農作業安全対策の推進方針について
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令和４年に発生した農作業死亡事故の調査結果①（概要）

○ 令和４年の農作業事故死亡者数は238人であり、前年（令和３年）と同水準。

○ 就業者10万人当たりの死亡事故者数は11.1人と増加傾向であり、他産業に比べて高い状態が継続。

○ 年齢別にみると、65歳以上の高齢者の割合が86％と極めて、高い水準で推移。

農作業事故死亡者数の推移 就業者10万人当たり死亡事故者数の推移

死亡者数 農 業：農作業死亡事故調査（農水省）
他産業：死亡災害報告（厚労省）

就業者 農 業：農林業センサス、農業構造動態調査（農水省）
他産業：労働力調査（総務省）

農作業死亡事故調査（農水省）

（注）就業者10万人当たり死亡事故者数の算出において就業者として使用していた農業就
業人口の調査が令和元年で終了したため、令和２年から農業従事者数を使用して算出。
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乗用型トラクター

62人（26.1％）

歩行型トラクター

21人（8.8％）
農用運搬車

16人（6.7％）

自脱型コンバイン

11人（4.6％）

動力防除機

8人（3.4％）

動力刈払機

1人（0.4％）

農用高所作業機

1人（0.4％）

その他

32人（13.4％）

熱中症

29人

（12.2％）

稲わら焼却中等の

火傷

15人（6.3％）

ほ場、道路からの

転落

12人（5.0％）

木等の高所からの転

落

7人（2.9％）

その他

18人（7.6％）

令和４年に発生した農作業死亡事故の調査結果②（要因別分析）

○ 農作業死亡事故を要因別にみると、「農業機械作業に係る事故」が152人（全体の63.9％）と高い状態が継続。

○ 農業機械作業に係る死亡事故の要因としては、「機械の転落・転倒」が72人（機械事故の47.4％）と約半数を占
めている。

○ 機械・施設以外の作業に係る事故では「熱中症」が29人（全体の12.2％）と最も多く、農作業死亡事故に占める
割合も増加傾向にあることから、機械作業対策に加えて、熱中症対策の強化が必要。

機械の転落・転倒

 72人（47.4％）

挟まれ 31人

（20.4％）

ひかれ

 14人（9.2％）

回転部等への巻き

込まれ 

17人（11.2％）

機械からの転落 

9人（5.9％）

道路上での自動車との衝突

 2人（1.3％）
その他 7人

（4.6％）

152人

農業機械事故による死亡の要因
（令和４年）

農業機械事故のうち、
「機械の転倒・転落」が
約５割

要因別の死亡事故発生状況（令和４年）

機械・施設以外の
作業に係る事故
81人（34.0％）

農業用施設作業
に係る事故

5人（2.1％）

農業機械作業
に係る事故

152人
（63.9％）

238人
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農作業死亡事故における熱中症の
割合の推移

（平成25年～令和４年）
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農作業安全対策の新たな目標について

〇 令和２年に、農作業安全確認運動の目標として、農業機械作業に係る死亡事故を令和４年までに平成29年比で半減する（211人→105
人）との目標を策定し、シートベルトの装着促進など集中的な対策を行ってきたが、令和４年の農業機械作業に係る死亡者数は152人と
なり、減少傾向にはあるものの目標とした水準には達しなかった。

〇 就業者10万人当たりの死亡事故者数が増加傾向にあり、死亡事故要因の６～７割が農業機械作業となっている状態が続いていること
に加え、熱中症など機械事故以外の死亡者数も減少していない現状を踏まえ、農作業事故死亡者数を今後３年間で直近の件数から半減
（238人→119人）することを新たな目標として設定し、集中的に農作業安全対策の強化を図る。

※ 前目標を設定した令和２年２月時点における最新データが平成29年であったため、平成29年の実績データを基準値として半減目標を設定。

農作業安全対策における令和８年目標

■農業機械作業以外
■農業機械作業

集中対策期間

死
亡
者
数 (

人)

152

R4目標:105※

(43)

令和８年目標
119人

（農作業事故死亡者数を半減）

半減

(76)
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農作業安全に関する研修の効果分析

〇 これまでは「農繁期における注意喚起（声かけ）」に重点を置いて農作業安全を推進してきたが目標が達成され
なかったことを受け、研修の実施状況と死亡者数の減少との関係を分析。

〇 過去の都道府県別の農作業事故死亡者数と都道府県の農作業安全研修の実施状況について分析すると、より多く
の農業者に対して研修を実施した都道府県の方が平均死亡者数の減少が大きくなっている。

〇 農作業死亡事故者数を今後３年間で直近の件数から半減（238人→119人）するという目標達成には、農作業安全
に関する研修の実施強化が重要であると考えられる。

農作業安全に関する研修の実施が
死亡事故予防に有効と考えられる

※農作業事故死亡者の減少人数は平成29年と令和４年の値を比較して算出。
※研修対象人数は、令和４年実績を基に計算。
※研修対象人数100人以下の都道府県については、適正な集計がされていない可能性を考慮し、
計算から排除して分析。

研修による効果の分析

研修対象人数/人
都道府県平均
（47都道府県）2,000人以上

（５道県）
100～500人
（16県）

農作業事故死亡
者の減少人数 2.6人 1.1人 1.4人

農作業安全に関する研修対象人数と死亡者の減少人数

農業機械を用いた実践的な研修農作業安全に係る座学研修

• 平成29年から令和４年の都道府県の平均農作業
事故死亡者の減少人数は「平均1.4人」であった。

• 令和４年の研修対象人数が100～500人の都道府
県では減少人数が「平均1.1人」である一方、
2,000人を超える都道府県の減少人数は「平均
2.6人」となっており、減少人数に差が見られた。

４



令和６年度の農作業安全対策の推進方針

＜重点推進テーマ＞ 学ぼう！正しい安全知識 ～機械作業の安全対策と熱中症の予防策～

その他の取組

① 広報誌やSNSを活用した注意喚起の実施
② 都道府県・地域単位の推進体制の強化
③ 公道走行時の法令遵守
④ 労災保険特別加入の促進
⑤ 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」やGAP の周知・実践
⑥ 農作業事故情報の収集と報告の徹底

主な取組内容

重点推進テーマに基づいた推進活動

〇 強化期間において、「農作業安全に関する指導者」が中心となって農業機械作業の安全対策と熱
中症の予防策の研修・講習等を行うことを重点的に推進する。

〇 研修・講習等については、単独で開催するだけでなく、既存の会議等に農作業安全の要素を付加
することで、正しい知識の提供を行う取組も積極的に推進する。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

熱中症対策研修実施強化期間 農作業安全研修実施強化期間

＜推進目標＞  全ての都道府県域において研修実施回数を令和５年度よりも増加
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熱中症対策研修実施強化期間：令和６年５月１日～７月31日（３ヶ月間）
農作業安全研修実施強化期間：令和６年12月１日～令和７年２月28日（３ヶ月間）

＜強化期間＞



熱中症対策研修実施強化期間

〇 近年の温暖化の影響により、農作業死亡事故における熱中症による死亡者の割合は増加傾向にあり、令和４年の
機械・施設以外の作業に係る事故では「熱中症」が29人（12.2％）と最も多く、熱中症対策の強化が急務。

〇 このため、初夏（５～７月）を熱中症対策研修実施強化期間として設定し、暑さが本格化する前から研修の実施
や注意喚起による熱中症対策の徹底を図る。

熱中症対策の推進 農林水産省つくば館
における研修

• 農林水産研修所において
熱中症対策等に関するオ
ンライン研修を実施。

• 令和５年度は研修を２回
実施しており、令和６年
度も６月頃に実施予定。

• 「熱中症対策研修実施強化期間」において以下を実施する。

１．熱中症対策に係る研修 ２．熱中症対策に係る
注意喚起全ての農業者を対象とし、熱中症に係る単独研修に加え、

各研修等に熱中症対策に係る研修を追加するなど、「＋熱中
症対策」による研修を実施。

農林水産省作成 熱中症対策に係る啓発資料
（左：熱中症対策アイテム一覧 中央：熱中症対策チェックシート 右：パンフレット）

地域で作成している広報誌
や新聞、行政SNS、農林水産省
が配布している熱中症対策ス
テッカー等を用いた注意喚起
を実施。

熱中症対策ステッカー

6

研修内容（令和５年実績）

具体的には、農林水産省が作成する研修コンテンツ等を活
用し、冷却ドリンクやファン付きウェアなどの「熱中症対策
アイテム」の活用方法や、チェックシートによる自己点検方
法の周知の実施を推進。



農作業安全研修実施強化期間

〇 農業者が研修を受講しやすい農閑期（12月～２月）を農作業安全研修実施強化期間として設定し、農作業安全に
関する指導者を活用した研修を実施する（実施時期は都道府県や地域毎に変更可）。

〇 「農作業安全研修実施強化期間」では、最大の事故要因である農業機械事故の安全知識の向上を主なテーマとし
て、農林水産省作成のコンテンツを使用した30分程度の「基礎研修」の実施を基本とし、必要に応じて農業機械の
操作方法についての研修（実践研修）を農作業安全に関する指導者を活用して実施する。

参考：令和５年基礎研修用資材

基礎研修 実践研修

全ての農家を対象とした、共通して身につけておく必要の
ある知識を習得するための研修であり、農林水産省が提示
している研修コンテンツ等を活用した、現場の実状に即し
た農作業安全に係る知識の習得を図るもの。

基礎研修の受講者相当の知識を有する農業者を対象とした研修。
研修参加者が自発的に農作業安全目標を作成し取り組むように
促す対話型研修に加え、農業機械の実技演習やほ場の危険個所
のマーキングなど、より実践的な知識や技能の習得を図るもの。

実践研修のイメージ① 実践研修のイメージ②

農業機械の適切な操作方法に係る研修

実際の乗用型農業機械（乗用型トラク

ター、コンバイン、スピードスプレヤー

など）を利用した農業機械の転落・転倒

を防止する観点から操作方法を実技形式

で指導する研修。

 ・ ほ場への適切な進入方法・退出方法

・ ほ場際での作業方法

・ 農道の安全な走行方法など…

ほ場への進入時
退出時の操作方法の
講習イメージ

対話型研修

実際の事故事例や改善事例を参考

に、研修担当者と対話を行い、安全

対策のアイデアを出しながら農作業

安全対策目標を策定することで、研

修参加者が自発的に農作業安全目標

を作成し取り組むように促す研修。

対話型研修実施の
様子

なお、本研修の手法習得のための研

修はつくば館で実施中。

7



令和５年における研修の実施と農作業安全に関する指導者の育成

○令和５年は基礎研修と実践研修の概算合計受講人数は約５万人（令和４年は約47,000人が受講）

〇令和６年２月現在、全国に約5,300名の「農作業安全に関する指導者」が育成されているが、地域で実施されている
研修の約55％でしか活動できていない状況

研修の概算受講人数

研修受講概算人数

：2,501人以上

：1,000～2,500人

：501～1,000人

：101人～500人

：100人以下

研修の概算合計受講人数 約５万人

講師として農作業安全指導者が活動した研修の割合※

都道府県、市町村 2,449

農業者団体 1,559

農業機械メーカー、販売店 616

農業機械士 148

労働安全衛生コンサルタント 122

指導農業士・農業経営士等 82

その他（GAP指導員等） 311
合計（人） 5,287

注）令和６年２月現在

令和4年の活動実績：約45％

農作業安全に関する指導者の人数

※開催を予定している研修（農作業安全指導者以外、講師が未定のもの
を含む）のうち農作業安全に関する指導者の活動割合を表す。

54.5%45.5%

8

■活動していない ■活動している



※具体的な日程については、後日、農林水産研修所つくば館より公表予定

9

指導者が行う基礎研修の拡大方策

指導者リストと研修会リストの活用イメージ

「研修会リスト」の作成

①指導者リストの共有

②出席調整
研修内容や時間の調整

③マッチング結果として
研修会リストを報告

④参画機関の了解が得られた
研修会リストについて、HPに掲載「指導者リスト」の作成

とりまとめ機関

参画機関

指導者

〇 指導者が行う基礎研修の拡大に向け、
都道府県のとりまとめ機関による協議会内の「指導者リス
ト（名簿等）」の作成・共有
を行い、参画機関による指導者とのマッチングを推進。

〇 また、協議会参画機関による農作業安全に関する内容を
盛り込むことができる「研修会リスト（「＋安全」の会議
を含む。）」の作成・報告を基に「研修会リスト」のうち、
広く参加者を募集できるなど主催者の了解が得られたもの
は、とりまとめ機関のホームページ等での周知を推進。

指導者の育成

「農作業安全に関する指導者（以下、指導者と

する）」とは、令和３年度に（一社）日本農業機械
化協会等が実施した研修及び令和４年度以降農
林水産研修所つくば館で実施している育成研修を
受講した者である。

指導者は農作業安全に関する適切な知識を持ち
農作業安全研修の講師になり得る者であり、指導
者の育成及び活動の推進によって、研修内容の質
の向上が期待される。

令和５年度は６回実施していた指導者育成研修
については、令和６年度は７回の実施を予定。

また、指導者の更なるスキルアップのため「対
話型研修実施手法習得コース」を６月と12月に実
施予定。

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回

５月下旬 ６月中旬 ７月中旬 ８月下旬 10月中旬 11月中旬 12月上旬

「農作業安全に関する指導者育成研修」実施予定

農作業安全に関する指導者の育成と活動の推進

〇 農作業安全研修について、正しい知識の提供・より質の高い研修内容のため、「農作業安全に関する指導者」の
育成及び活動を推進。

〇 農作業安全研修において農作業安全に関する指導者の活用を促すため、県内、地域内の研修等をリスト化した
「研修会リスト」の作成と「農作業安全に関する指導者リスト」の整備を行い、関係機関での共有を進める。



（参考）環境負荷低減のクロスコンプライアンスについて

〇 農林水産省では、令和６～８年度の試行実施を経て、全ての補助事業等に対して、最低限行うべき環境負荷低減
の取組の実践を義務化する「クロスコンプライアンス」を導入することとし、これにより、農林水産省の補助金な
どの交付を受ける場合には、環境負荷低減の取組の実践が必須となる。

〇 「農業経営体向け」のチェックシートでは、チェック項目として、「正しい知識に基づく作業安全に努める」こと
を求めており、解説書では取組み例として、「農作業安全に関する指導者」による研修の受講などを通じて正しい
知識の習得に努めることとされている。

環境負荷低減のクロスコンプライアンスのイメージ

チェックシートのひな形（抜粋）

チェックシートの解説書（抜粋）
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その他の取組（農業者への注意喚起（声かけ）の実施）

（都道府県）

・普及活動における注意喚起

・会議、集会等における注意喚起

・メディアを活用した注意喚起

（市町村）

・会議、集会等における注意喚起

・窓口にきた農業者に対して注意喚起

・防災無線、広報誌、メディアを活用した注
意喚起

（農機メーカー）

・農業機械の展示会や販促イベント等の場を
活用して注意喚起

・農業機械の整備・点検時等の注意喚起

（農機販売店）

・販売会等の場を活用して注意喚起

・農機の販売、整備・点検や下取り時に、安
全な農業機械の使用方法の説明と併せて注
意喚起

（生産者団体）

・栽培講習会等、会議・集会での注意喚起

・広報誌等を活用した注意喚起

・農家訪問時やほ場巡回時等の注意喚起

・窓口、直売所等での注意喚起

（その他関係団体）

・地域で開催される交通安全イベントや熱中
症イベント等の関連イベントにおける注意
喚起

・GAPの研修・指導時における注意喚起

農業者

＜取組方針＞
○ 引き続き、農業者の安全意識を向上させるため、農業指導等の対面での注意喚起を実施。
〇 上記に加え、チラシや広報誌、SNS、ラジオ放送、有線放送等の媒体を活用した非対面での注意喚起も実施。

＜取組実績＞
○ 令和５年農作業安全確認運動において、各参加主体が乗用型トラクター等の転倒・転落対策を促すため、事故防止

対策、被害軽減対策について注意喚起を実施。
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啓発資材を用いた集中的な周知活動の推進

【令和５年実績】
○ 転落・転倒事故への注意を喚起する農作業安全ステッカー

の作成・配布（総数50万枚）

○ 重点推進テーマに即したポスターを募集。
   （４～６月募集・８月表彰、全国へ配布）

オリジナルステッカーの配布やポスター募集・配布

を行うことで、農業者へ農作業安全について周知。

農作業安全ステッカー
令和5年農林水産大臣賞



＜取組実績＞
○ 農業者を対象とした農作業安全に関する研修の開催など、県段階や地域段階において農作業安全対策を効果的に講

じるためには、行政、生産者団体、農業資材販売店など関係機関が事故情報や普及啓発方策を共有し、一体的に取り
組んでいくことが重要。

○ 地域段階の協議会は、「全域で設置済み」の都道府県が、前回調査では８道県であったのが、11道県に増加（山梨
県、長崎県、沖縄県で新たに設置）。

その他の取組（都道府県・地域単位の推進体制の強化）

地域段階の設置状況
（令和５年11月時点）

全体の３割以上の市町村で設置

12

：道県内全域で設置済み

：県内の５割以上※で設置済み

：県内の５割未満※で設置済み

：未設置

※ 府県内の市町村数のうち、
設置済みの協議会に含まれる
市町村数の割合

【設置を検討している府県】
青森県、岩手県、福島県、茨城県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
新潟県、長野県、大阪府、兵庫県、
島根県、岡山県、愛媛県、福岡県、
熊本県、鹿児島県

【参考】

【地域段階の協議会の設置例】
（１）設置の範囲

・ 市町村単位
・ 県の出先機関単位、旧郡などの
地域的なまとまり

（２）設置母体
・ 他の目的で設置された既存の協
議会を活用
例）担い手育成総合支援協議会、

農業連絡会議、農業機械士会、
農業再生（活性化）協議会等

・ 農作業安全単独の協議会を設置

都道府県別農作業事故死亡者数

＜取組方針＞
〇 死亡事故が多く発生している県でも設置が遅れている地域があることから、引き続き、設置の促進を図る必要。

注： １ 令和４年より東京都も本調査の対象とした。
２ 事故者数が０～３人の都道府県は「-」で示している。
３ 本調査結果は、厚生労働省の人口動態調査・死亡個票

等によるものであり、各都道府県が独自に実施してい
る事故調査の結果とは異なる場合がある。
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その他の取組（公道走行時の法令遵守）

＜取組方針＞
○ 令和６年度は、大特免許等の取得研修実施状況調査を行う。(当該調査は、都道府県の負担を考慮し隔年実施)
○ 農林水産省においても、都道府県やJA等が開催する免許の取得研修会等の取組事例をまとめた事例集を更新し、実

績の少ない地域等に対して働きかけを行うことで、大特免許等の更なる取得拡大をはかる予定。

令和３年度実績 令和４年度見込

大特（都道府県） 4,367 4,347（-0.5%）

大特（民間） 5,345 4,720（-11.7%）

小計 9,712 9,067（-6.6%）

けん引（都道府県） 1,422 1,523（+7.1%）

けん引（民間） 413 411（-0.5%）

小計 1,835 1,934（+5.4%）

合計 11,547 11,001（-4.7%）

単位：人、（）内は対前年比

農耕車に係る大型特殊自動車免許等の
取得機会拡大に係る取組事例集

関係団体における取組事例

◆ 作業機を装着した農耕トラクタの公道走行について、 直装式については2019年４月、 けん引式につ
いては2020年２月から道路運送車両法における保安基準の緩和措置が可能となり、 作業機を装着し
たトラクタであっても、 大型特殊自動車免許又はけん引免許があり、 必要な灯火器等を備えれば公
道走行ができるようになりました。

◆ トラクタをはじめとした農業機械においては、 公道を走行中に「 追突」 を受けるという事故が数多く
発生しており、 交通関係法令の遵守は、 事故への備えとしても農業経営の基本となるものです。

◆ 都道府県や農業関係団体の皆様におかれましては、 下記の事例も参考に、 農業者の大型特殊免許
等の取得機会の拡大に向け、 引き続き取組を進めていただくようお願いします。

事例② 島根県農業協同組合 ―ＪＡグループが主体となった例―

令和３年度： 1,290名（ 予定）

【 大型特殊： 131回（ 各回10名） 、 けん引： 5回（ 各回5名） 】

◆地域の特徴

◇県内の地区本部単位で研修を実施（ 計10地区） 。 これにより、 広
域のカバーと研修回数の確保の両方を実現。

◇研修の講師は各地区のJA職員が担当。 全農県本部の農機担当職
員がこれら講師の指導・ 育成を実施。 （ 講師は県内に約20名）

◇免許センターと協議を重ねて多くの試験日を確保（ 年間130回） 。
離島にも試験官が出向いて対応。

（ 問合せ先） 島根県農畜産課 ０８５２-22-5649

◆地域の特徴

◇法改正前まで三重県農業機械化協会、 三重県農業大学校が個々で実
施していた研修を、 双方が連携し、 それぞれの持つリソースを一体的
に活用することで、 急激に高まった大型特殊免許の取得ニーズに対応。

◇年間を通じて研修日程を分散化し、 受講者の様々な要望に応じた機会
を創出するため、 三重県運転免許センターへ試験実施日程を調整。

◇三重県農業機械化協会の構成員である各農機販売店やJA農機セン
ターに申込窓口を設置し、 農業者の目に留まりやすくすることで、 限り
ある研修会を最大限活用。

◇研修の講師は、 三重県農業機械化協会のネットワークを駆使し、 各農
機販売店やJA全農みえの職員などを中心に幅広く確保（ 15名） 。

◇講師間で研修内容に差異が出ないよう、 研修内容のマニュアル化を実
施。

事例① 三重県農業機械化協会 ―年間を通じた研修の実施―

令和３年度： 560名（ 予定） 【 大型特殊： 56回（ 各回10名） 】

試験ポイントの説明

実技練習の様子

（ 問合せ先） 三重県農業機械化協会事務局（ 三重県農林水産部担い手支援課）
TEL： 059-224-2354 FAX:059-223-1120

（ 協会HP） http://www2.mint.or. jp/~m-nohki/

【免許取得機会拡大の事例】 【農業者向けチラシ】

大特免許等の取得研修実施状況調査の結果

※ 上記は、農業者向けの研修の受入れ人数を示している。都道府県によっては、一般の自動車教習所で農業者が免許を取得
する取組が広く普及している場合があるため、関係機関の農業者向け研修の実施が少ない場合がある。

また、県農業機械協会が教習所での免許取得予定者へ紹介状を発行し、費用を割り引く（秋田県）等の取組も存在。

埼玉県

三重県

島根県

福岡県

熊本県

各県とも
左の棒グラフが令和３年度実績
右の棒グラフが令和４年度見込

鹿児島県

＜取組実績＞
○ 令和４年度における農業者向けの大型特殊自動車免許及びけん引免許の取得研修等の実施計画は、前年度実績比

4.7％減となっており、研修の実施状況は各県において固定化している傾向が見られる。



その他の取組
（労災保険特別加入の促進、農林水産業・食品産業の作業安全のための規範やGAPの周知・実践）

＜取組方針＞
○ 農業者が具体的な対策を講じられるよう、引き続き、作業安全規範やGAPの周知・実践を働きかけ。
○ 農業者の労災保険特別加入者数は近年横ばいで推移しており、都道府県別の加入状況には地域差がある。
○ 農作業安全に関する農業者の意識向上のため、ステッカーやポスターなどの啓発資材を用いた周知活動を推進。

【都府県別の基幹的農業従事者数と特別加入者数】

【労災保険特別加入者数の推移（農業）】             

H28 H29 H30 R元 R２ R３

128,947 129,339 129,291 128,784 128,292 130,284 

※ 特別加入者数：令和３年度労働者災害補償保険事業年報
  基幹的農業従事者数：農林業センサス 14
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令和２年６月より都道府県、農機メーカー等からのケガを含めた農作業事故情報の収集・報告の取組を強化し、毎
月報告するとともに、調査結果をMAFFアプリや農林水産省HP等で毎月公表。

その他の取組（農作業事故情報の収集・分析）
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MAFFアプリや農林水産省HPでの毎月の公表例情報数が多い都道府県の報告体制

＜取組実績＞
○令和５年における都道府県等からの農作業事故情報提供件数は306件。
〇報告結果の速報とその結果を踏まえた事故防止の対策、さらには当月に発生が予想される事故への注意喚起をMAFF

アプリや農林水産省HP等で毎月公表。

＜取組方針＞  
〇都道府県等からの農作業事故情報提供件数は、令和３年は366件、令和4年は321件、令和５年は306件と年々減少傾向。
〇情報収集・分析のため、令和６年はこれまで以上に事故情報の収集を進めるとともに、地域においても事故の実態を

分析するなど、農作業安全対策の検討に活用いただきたい。

令和５年農作業事故の都道府県別提供状況

令和5年情報提供件数 計306件

農作業事故情報提供件数

31件以上

21件～30件

11件～20件

1件～10件

0件

① 県の出先機関が現場の情報を収
集することに加え、県中央会とも
連携・情報共有を行うことで状況
把握に努めるとともに、新聞等か
らもデータを収集・確認し、報告
を作成している。

② 事故が起きた際に、市町村がJA
等に確認するなどして報告を作成
することに加え、一部市町村では
医療機関からも報告をもらえる体
制を作っている。



○ 労働安全衛生法第59条第１項において「事業者は労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行わなければならない」旨を規定（雇入れ時教育）。

○ 雇入れ時教育の実施に当たり、農業については、これまで機械の取扱い方法等の一部項目を省略することができることとされ
ていたが、今般、この省略規定が廃止され、令和６年４月１日より全業種で義務化（施行）されることとなった。

○ 農業においては、未熟練労働者の労働災害の発生割合が「全産業平均」や「製造業」と比べて高い状況であったことから、今
般の義務化と取組の徹底を通じて労働災害の発生件数の減少が期待されるところ。

○ 農林水産省では、現在、雇入れ側農家向けの「教育資材」と雇われ側農家向けの「リーフレット」を作成中であり、速やかに
農業現場への周知を図っていくこととしている。

雇入れ時教育の省略規定の廃止

［雇入れ時教育の項目］

１ 機械等、原材料等の危険性・有害性・取扱い方法

２ 安全装置、有害物抑制装置、保護具の性能・取扱い方法

３ 作業手順

４ 作業開始時の点検

５ 業務に関して発生するおそれのある疾病の原因・予防

６ 整理、整頓及び清潔の保持

７ 事故時等における応急措置・退避

８ その他当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項

令和６年４月１日から省略規定が廃止され、
全業種に義務化

雇入れ時教育の拡充（全業種で省略規定廃止）

※ただし、十分な知識及び技能を有していると認められる労働者に
ついては、当該事項についての教育を省略することができる。

【これまでも省略できなかった業種】

林業、鉱業、建設業、運送業、
清掃業、製造業、電気業、
ガス業、熱供給業、水道業、
通信業、各種商品卸売業、
家具・建具・じゅう器等卸売業、
各種商品小売業、
家具・建具・じゅう器小売業、
燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、
自動車整備業、機械修理業
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○ 雇入れ時教育を行う際に、雇入れ側の農家が用いる「教育資材」を農林水産省の委託事業を通じて（一社）日本労働安全衛生
コンサルタント会において作成中であり、今年度中に農水省HPに掲載予定。

労働安全衛生法雇入れ時教育に関する教育資材について

・ 農業の知識がない労働者にも簡単に理解して
もらえる資料とすること。

・ 雇入れ時教育の項目ごとに、安全に農作業を
実施するために必要となる事項をまとめること。

・ 特に気を付けるべき危険な作業は、挿絵や写
真を充実させる等、現場の安全向上に資する内
容とすること。

・ 事業者が労働者に教育を実施するに当たり、
参考となる解説資料も作成すること。

農業用「教育資材」作成のポイント （参考）イメージ図
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春：令和５年３月１日～５月31日（３ヶ月間）

秋：令和５年９月１日～10月31日（２ヶ月間）

＜運動期間＞

主な取組内容

重点推進テーマに基づいた推進活動

① 農業者への注意喚起運動

農業機械の転落・転倒対策の実践を促すため、農業指導、講習会等の直接的な注意喚起だけでなく、SNS、ラジオ
放送、有線放送、広報誌等の媒体を活用して農業者に対する「注意喚起」を実施。その際、高齢農業者に確実に
メッセージが届くように、「家族や知人からの注意喚起フレーズ」の周知を行う。

② 研修を通じた転落・転倒対策の徹底

すべての農業者を対象に、「農作業安全に関する指導者」等による、農業機械の転落・転倒対策に係るテキストを
使用した研修の企画・開催を推進。

その他の継続的に推進する取組

① 都道府県・地域単位の推進体制の強化
② 農作業事故情報の収集・分析
③ 公道走行時の法令遵守
④ 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」やGAP の周知・実践
⑤ 労災保険特別加入の促進
⑥ 熱中症対策の推進

＜令和５年のテーマ＞ 徹底しよう！農業機械の転落・転倒対策

（参考）令和５年の取組内容

【事故防止対策】 ほ場周辺の危険箇所の確認・危険回避行動の実践
【被害軽減対策】 シートベルトとヘルメットの着用、安全フレーム付きトラクターの利用
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（参考）令和５年における取組実績① （農業者への注意喚起運動）

○ 令和５年農作業安全確認運動において、各参加主体が乗用型トラクター等の転倒・転落対策を促すため、事故防止
対策、被害軽減対策について注意喚起を実施。

○ 農業指導、講習会等での注意喚起に加え、メディア（SNS、ラジオ放送、有線放送、広報誌等）を活用した農業者
に対する注意喚起を実施

令和5年 農作業安全確認運動における「注意喚起運動」の取組状況

のべ約40万人に対して注意喚起

人から人に対しての注意喚起（農業指導・講習会等） メディア等を活用した注意喚起

のべ約250万人に対して注意喚起

声掛けを受けた推定人数

：10,001人以上

：5,001～10,000人

：1,000～5,000人

：101人～1,000人

：100人以下

声掛けを受けた推定人数

：100,001人以上

：50,001～100,000人

：10,001～50,000人

：1,001人～10,000人

：1000人以下

注1）ラジオ放送、防災行政無線等を使用した場合は、それを
視聴している可能性がある地域の農業者の人数

注2）広報誌等の配布物については、それを受け取る農業者の
人数
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（参考）令和５年における取組実績② （研修リストの作成）

○令和５年の農作業安全確認運動において、地域における研修時に農作業の安全に係る指導者の活用を目的として、地
域で予定されている会議・会合等をとりまとめた研修リストの作成を推進。

〇最終的に研修リストを作成し、ウェブサイトへの掲載または関係機関へ共有したのは６県のみ。
〇全国的に農閑期となる11月～2月に行われる農作業安全に関する項目を含む研修、講習会等をとりまとめ、農林水産

省HPに公表。

研修リストを作成した都道府県の共有、公表の状況 令和5年度農閑期（11月～2月）における農作業安全研修一覧

• 研修リストの公表が進んでいない現状を受け、農林水
産省で各都道府県の研修状況をとりまとめ、HPで公表
するとともに、農作業安全に係る研修の受講を推進。

• 今後は各都道府県協議会等で同様の内容をとりまとめ、
HPで公表いただき、農作業安全の推進を図る。

11月～２月に実施される研修一覧
（一部）

12月のワンポイント
農作業安全研修に参加してみませんか。

研修リストを作成し活用した

研修リストを作成したが活用していない

研修リストを作成していない

研修リストを作成して
いない
35都道府県（74.5％）

研修リストを作成し、
活用した６県（12.8％）

研修リストを作成したが
活用していない６県
（12.8％）

• 作成率及び活用率が低いことを受け、研修リストのあ
り方を見直し、指導者と研修のマッチングではなく、
地域における研修の可視化を目的とするリストの作成
を検討。
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（参考）令和５年における取組内容③ （熱中症対策）

〇5月から9月を「熱中症対策強化期間」として位置づけ、ウェブサイトやSNSによる啓発活動を実施。

〇「熱中症対策強化期間」において、各都道府県協議会等で定められた取組方針に基づいた声かけ、研修等に加え、ラ

ジオ放送、広報誌等を活用した農業者に対する啓発活動を推進し、現場への熱中症対策を強化。

○熱中症対策に係る消費者等への普及啓発のため、産業界と連携し、熱中症予防のための消費者等への普及啓発を実施。

熱中症対策強化期間

• 「熱中症対策強化期間」を設定し、都道府県推進協
議会等による熱中症対策の推進を図るため、啓発資
材等を作成。

• オリジナルキャラクターを用いた熱中症対策パンフ
レットのほか、人気キャラクターの「仕事猫」との
コラボステッカーを全国に配布。
※パンフレットについては外国語版※も作成。

熱中症対策に係る啓発資料
（左：パンフレット、右：情報集）

熱中症対策ステッカー
（約42万枚配布）

産業界との連携

• 株式会社コメリと連携して熱中症対策ポスターを作
成し、店舗の熱中症対策アイテム売場において掲示

株式会社コメリと農林水産省が
連携して作成した熱中症対策ポ
スター

コメリ店舗の熱中症対策アイ
テム売場において、熱中症対
策ポスターを掲示



22

＜対策のポイント＞
より実効性のある農作業安全対策を推進するため、熱中症対策の啓発資材の作成・普及及び農作業安全に係る研修資料の作成を行います。

＜事業目標＞
農作業事故による死亡者数の減少

＜事業の流れ＞

国
都道府県段階の協議会等

民間団体等
定額

（１，２，３の事業）

（４の事業）
［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2111）

【令和６年度予算概算決定額 25（23）百万円】

① 試験手法の確立

② 評価手法の確立

データ収集
試験手法
の策定

評価基準
の策定

転倒角試験
墜落抑止用器具 非常停止装置

自動停止装置

○○性能評価 △△性能評価 ××性能評価
収集したデータ

＜事故発生時の安全性能評価＞ ＜予防安全性能評価＞

啓発資材の作成
アンケートの実施

3．営農類型別の研修資料の作成

営農類型別に農作業安全対策を
とりまとめ、啓発資料を作成

2．農業機械の追突事故防止対策の普及

夜間における後方からの視認性に係る
実証等を行い、事故防止効果を検証

研修の実施 防除・草刈など、農作業毎の特徴を踏まえた
最適な熱中症対策アイテムの

選定目安の提示

１．熱中症対策の啓発資料の作成・普及

(関連事業)農業機械の安全性能アセスメント

定額

（参考）持続的生産強化対策事業のうち
農作業安全総合対策推進



（参考）農作業安全検討会中間とりまとめー概要ー

農作業環境の安全対策の強化

【農業機械の安全対策の強化】

農業者の安全意識の向上

【農地、農道、農業施設等の安全対策の強化】

【研修体制の強化】

【現場の取組の活性化】

令和３年５月14日
農作業安全検討会

農業は毎年300件前後の死亡事故が発生。就業人口10万人当たりの死者数も増加傾向にあり、他産業との差は拡大している。
労働安全が未だ十分に確保されていない状況に、農業関係者は強い危機感を抱くべきであり、農作業安全対策を幅広い観点か
ら更に積極的に展開すべき。

・ 海外や他分野で装備されている
安全装置等が、我が国では未装備

→ 農作業死亡事故の要因となっている可能性

・ 海外や他分野の現状等を踏まえ、逐次、安
全装置の装備化等を進める必要

→ まずは、以下の装備化等の検討を開始
・ シートベルト非着用時の警告装置
・ シートスイッチ(離席時に作業機への動力伝達を遮断す
る装置)

・ 安全性検査※の受検が一部の機種
に偏重

→ 農業者が安全基準を満たす型式を容易に選択
できない状態

  ※農研機構が運用する任意の制度

・ 安全性検査の仕組みを見直し、受検率の向
上を図る必要

→ 以下の見直しの検討を開始
・ 書類審査への移行
・ 検査手数料の低減
・ 検査合格機について保険料の割引の働きかけ 等

・ 法令※で定められた規制への農業分
野における対応が十分ではない

・ トラクター等が、他分野と異なり、
法令※の規制対象機械となっていないも
のがある

※労働安全衛生法令、道路運送車両法令

・ 既に法令で規制されている取組の徹底に向
けた指導の強化等が必要

（例）フォークリフトの定期自主検査、トラクターの灯火器
類の設置

・ 事故分析結果等を踏まえ、必要に応じてト
ラクター等の規制上の取り扱いについて、法
所管省への確認が必要

・ 農地や農道、農業施設等の安全
対策の強化が重要

・ 農業生産基盤整備を行う際の安全配慮の徹
底、優良事例の積極的な情報提供が必要

①

②

③

④

・ 家族経営が多く労務管理が困難

・ 農業者は農作業事故を「自分ご
と」として捉えていない

⑤

・ 事故が経営に及ぼす影響を、事例を通
じて実感できるような研修※が有効

※ 自動車運転免許証の更新時講習などが参考

・ 研修受講を補助金の受給要件（クロス
コンプライアンス）化する必要

・ ＧＡＰなどの具体的な取組に向
けて、農業者等の機運の醸成が不可
欠

⑥

・ 県段階、地域段階における農作業安全
推進協議会等の設置促進が必要

・ 積極的な取組の表彰等を通じて、安全
対策の印象を前向きなものに変えていく
必要
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○ 中間とりまとめの取組の進捗を確認いただくため、令和５年12月18日に第８回農作業安全検討会を開催。
○ この中で、①新たに開始する農業機械の安全性検査の検討状況、②農作業安全に関する関係法令をめぐる動きを報

告し、更なる検討の加速化を図ることとされた。

農業機械における新たな安全装備の検討状況

○ 乗用型トラクター（R7年度から適用）

・シートベルトリマインダー（シートベルト未着用時に視

覚及び聴覚により警報）

・作用部のインターロック機能（車両が停止している際の

離席によりPTO軸の駆動が停止）

○ 自脱型コンバイン（R9年度から適用）

・作用部のインターロック機能

・手こぎ作業時に対してインテンション装置（必要に応じ

て、インターロック機能を無効化できる装置）を備えた場

合の、手こぎ部の即時停止装置

○ 乗用型田植機（R9年度から適用）

・作用部のインターロック機能

・歩行運転における自動速度けん制装置

○ 歩行型トラクター（R9年度から適用）

・歩行運転における自動速度けん制装置

○ スピードスプレヤー

・抜本的な安全構造に転換するための基準設定等に向けた

対策の骨子を確認（令和９～11年度の運用開始を目指す）

安全性検査制度の見直し

○ 新基準における対象機種・開始時期

・乗用型トラクター、歩行型トラクター、自脱型コンバイン、乗用型田

植機、乾燥機の５機種を対象とし、令和７年４月から開始。

○ 製品アセスメント

・年間出荷台数あたりの死亡事故発生率が高く、事故発生時の重症度も
高い水準にある「農用運搬車」を１機種目として選定。

・農用運搬車の主な事故原因（「転落・転倒」「ひかれ」）を踏まえ、

具体的な試験手法・評価手法を開発。令和５年度に製品アセスメントを

実施。

（参考）農作業安全検討会における検討経過

関係法令をめぐる動き

○ 道路運送車両法令

・乗用型トラクターへのシートベルトの備え付け及び着用を義務化する

ことが有効であると考えられるため、今後、義務化に向けて、農水省か

らメーカー、団体、警察庁及び国土交通省に相談。

○ 労働安全衛生法令

・雇入れ時教育の省略規定が廃止され、令和６年４月１日から農業を含

む全業種で義務化。農林水産省で教育資材を作成し、令和５年度中に公

表予定。

・厚労省において、「農業機械の安全対策に関する検討会」が開催され、

法令における規制の必要性や具体的な安全対策について議論。
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（参考）交通事故の発生状況について

交通事故死者数の推移（昭和46年～令和５年）

※ 警察庁交通局交通企画課「令和５年中の交通事故死者数について」
（令和６年１月４日）より

人口10万人当たり高齢者（65歳以上）死者数の推移
（平成25年～令和５年）

※ 警察庁交通局交通企画課「令和５年中の交通事故死者数について」
（令和６年１月４日）より

○ 我が国の社会全体が高齢化している中においても、交通事故死者数は、近年、大幅な減少を実現。また、人口10万
人当たりの高齢者の死者数も直近10年間で半減（7.5人→4.04人）。
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